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　○育児休業等終了日の翌日に引き続いて産前産後休業を取得した場合は、「育児休業等終了時改定」
    を申し出ることができません。
　○産前産後休業終了日の翌日に引き続いて育児休業等を取得した場合は、「産前産後休業終了時改
    定」を申し出ることができません。

1　 「育児休業等終了日または産前産後休業終了日の翌日が属する月以後３月間」とは、育児休業等
　終了日または産前産後休業終了日の翌日において継続して組合員であった期間に限ります。
　　また、報酬支払の基礎となった日数が17日未満である月がある場合、その月は育児休業等終了時
　改定または産前産後休業時改定の算定には使用しません。

2　育児短時間勤務により１月当たりの勤務を要する日数が、地方公務員育児休業法第10条第１項
  第３号、第４号又は第５号により、17日未満とされる者は、要勤務日数の４分の３（端数切上
  げ）に相当する日数以上勤務した場合は、支払基礎日数が17日以上である月とみなします。

　 地方公務員等共済組合法第43条第12項または第14項の規定により、育児休業等終了日または産前産
後休業終了日の翌日が属する月以後3月間に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額を報
酬月額として、標準報酬を改定することを申し出ます。
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